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美
し
い
景
観
の
創
出
に
寄
与
す
る

高
山
の
景
観
に
ふ
さ
わ
し
い
板
塀
や

看
板
、生
け
が
き
の
設
置
費
用
を
助

成
し
ま
す
。

板
塀
の
場
合

助
成
要
件

●
景
観
重
点
区
域
内
で
行
う
塀
な
ど

（
板
塀
・
塗
塀
・土
塀
・
板
壁
・
板
化

粧
）の
新
設
や
改
修

●
公
衆
用
道
路
ま
た
は
河
川
に
面
し

た
部
分
お
よ
び
当
該
道
路
ま
た
は

河
川
か
ら
眺
め
る
こ
と
が
で
き
る

部
分
に
設
置
す
る
も
の

●
市
の
景
観
に
ふ
さ
わ
し
い
も
の

●
お
お
む
ね
高
さ
０
．９
㍍
以
上
、長

さ
１
．８
㍍
以
上
の
も
の

●
５
年
以
上
存
続
で
き
る
も
の

●
建
築
基
準
法
や
市
の
条
例
な
ど
に

適
合
す
る
も
の
ほ
か

助
成
額
　
１
．８
㍍
あ
た
り
５
万
円
、

１
カ
所
あ
た
り
最
大
30
万
円（
助

成
率
１
／
３
）

※
市
街
地
景
観
保
存
区
域
に
つ
い
て

は
１
．８
㍍
あ
た
り
10
万
円
、１
カ

所
あ
た
り
最
大
60
万
円（
助
成
率

２
／
３
）に
な
り
ま
す
。

美
し
い
景
観
の
創
出
も
支
援
し
ま
す

景
観
に
配
慮
し
た
板
塀
や
看
板
、

　
　 
生
け
が
き
の
設
置
も
助
成
し
ま
す

看
板
の
場
合

助
成
要
件

●
高
山
の
景
観
に
ふ
さ
わ
し
い
看
板

の
設
置
、ま
た
は
ふ
さ
わ
し
く
な
い

看
板
の
撤
去

助
成
額
　
１
カ
所
あ
た
り
最
大
18
万

円（
助
成
率
１
／
３
）

※
中
心
市
街
地
内
に
つ
い
て
は
助
成

率
が
２
／
３
に
な
り
ま
す
。

生
け
が
き
な
ど
の
場
合

助
成
要
件

◆
生
け
が
き

●
都
市
計
画
区
域
内
で
公
衆
用
道

路
に
面
し
た
部
分
お
よ
び
当
該
道

路
か
ら
眺
め
る
こ
と
が
で
き
る
部

分
に
設
置
す
る
も
の

●
植
栽
す
る
樹
木
が
、お
お
む
ね
高

さ
０
．５
㍍
以
上
、幅
０
．２
㍍
以
上

の
も
の
で
、生
け
が
き
の
長
さ
が
５

㍍
以
上
の
も
の

●
５
年
以
上
活
用
で
き
る
も
の

●
植
栽
す
る
樹
木
は
カ
イ
ズ
カ
イ
ブ

キ
以
外
の
樹
種
で
あ
る
こ
と

◆
高
木

●
都
市
計
画
区
域
内
の
工
場
や
駐
車

場
、共
同
住
宅
な
ど
の
敷
地
内
で
、

公
衆
用
道
路
に
面
す
る
部
分
に
植

栽
す
る
高
木

●
お
お
む
ね
高
さ
３
㍍
以
上
の
も
の

●
５
年
以
上
活
用
で
き
る
も
の

●
植
栽
す
る
樹
木
は
カ
イ
ズ
カ
イ
ブ

キ
以
外
の
樹
種
で
あ
る
こ
と

助
成
額

◆
生
け
が
き

●
一
カ
所
あ
た
り
最
大
９
万
円（
助

成
率
１
／
３
）

※
市
街
地
景
観
保
存
区
域
に
つ
い

て
は
１
カ
所
あ
た
り
最
大
18
万
円

（
助
成
率
２
／
３
）に
な
り
ま
す
。

■
高
木

●
１
本
あ
た
り
最
大
１
万
８
千
円

（
助
成
率
１
／
３
）

申
　
込

問
合
先

広
報
ID

都
市
整
備
課

☎
35-

３
１
５
９

景
観
形
成 

１
０
０
３
９
８
６

看
板 
１
０
０
３
９
９
０

緑
化 
１
０
０
３
９
９
７

　平成27年3月に地方税法が改正され、国が一律に定めていた地方税の特例措置を市町村が独自
に判断し、条例で決定できる仕組みが導入されています。
　市では、市税条例を改正し、新築のサービス付き高齢者向け住宅に係る固定資産税についての
減額割合を次のとおり定めました。

サービス付き高齢者向け住宅とは…
　高齢者単身・夫婦が安心して居住できる賃貸住
宅のことで、バリアフリー構造を備え、ケアの専門
家による見守りサービスなどが提供される住まい
です。

減額される住宅の要件
●「高齢者の居住の安定確保に関する法律」第７条第１項の

登録を受けたサービス付き高齢者向け賃貸住宅であること
●戸数が５戸以上で１戸あたりの住宅部分の床面積が30㎡～

280㎡であること
●国や市町村から建設費の助成を受けていること ほか

サービス付き高齢者向け住宅を新築した場合は
固定資産税が減額に 問合先 税務課 ☎35⊖3627

平成29年3月31日までに新築された住宅
固定資産税の税額を5年間、1／3に減額


